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大学における地域防災への関わり

－ 防災教育の学習プログラム開発の事例から －

鹿児島大学教育学部家政教育専修　黒光　貴峰

 1 ． はじめに
私は、鹿児島大学教育学部の家政教育に所属しており、

住居学と家庭科教育学を専門としている。住居学とは、人

間が暮らしを営む場所である“住まい”を研究対象に、住

居（建物）および室内環境を総合的に捉え、快適性、デザ

イン性、機能性など、多角的な観点から研究する学問であ

る。また、家庭科教育学とは、家庭科という教科の独自性

に基づいて、人間形成的な側面から家庭科教育を教科教育

学の研究方法によって科学的に研究し、家庭科教育の充

実・向上に寄与するための学問である。住生活の仕組みを

解明し、そこにある課題を見つけ、より快適、安全に住ま

うことを求める住居学は、防災・減災を考える上でも重要

な視点と言え、学校教育における家庭科を研究対象とする

家庭科教育学は、防災教育を充実させていくために関連が

図れる教科である（例えば、中学校の技術・家庭科（家庭

分野）には、家族の安全を考えた室内環境の整え方を知り、

快適な住まい方を工夫できることが学習内容に位置付けら

れている）。そのため、近年の研究課題として、学校教育

における防災教育の充実に取り組んでおり、その経緯から、

本稿で報告する学習プログラムの開発に携わることになっ

た。

 2 ． 学習プログラムの特徴　
（ 1 ）開発の背景

日本は、地震・津波以外にも様々な自然災害が発生して

いる。例えば、風水害・土砂災害は日本のあらゆる地域で

発生しており、近年も京都府や福岡県、広島県や熊本県な

ど、全国の各地で被害が報告されている。鹿児島県も地

理的な特徴上、台風や豪雨による風水害・土砂災害の発

生が多い都道府県である。過去に発生した水害では、平

成 5 年 8 月の 8 ・ 6 水害や平成18年 7 月の鹿児島県北部豪

雨災害など大きな被害を経験している。そして、その経験

から、従来の河川改修や自治体の避難の呼びかけなどの情

報提供だけでは、河川の流域内に住む人々の安心・安全な

暮らしを守ることができないという課題に直面し、今後は、

行政と地域、教育・研究機関が連携し、水害の危険性に関

する認識や意識を向上させていくことが重要であると言え

る。

そこで、地域の防災力の核となる人材を育成していくこ

とを目指して、行政（国土交通省川内川河川事務所、さつ

ま町）、教育現場（小学校）、研究機関（鹿児島大学）が連

携を行い、学校教育の中で体系的に防災教育を学べる学習

プログラムの開発を行うこととした（図 1 ）。

図１．行政、教育現場、教育・研究機関の連携図

（ 2 ）開発の視点

近年、学校教育における防災教育の重要性は増している。

しかし、各学校の防災への取り組みの実態を調査すると、

防災教育の重要性は分かっているが、費やす時間が十分に

とれない、適切な教材がないという意見があげられる。こ

のような教育現場からの声は当然であり、なぜなら、学校

では、決められた教科、活動の時間が決められているとと

もに、それらを指導する教員は、教科の専門ではあっても、

防災の専門家ではないからである。そこで、当学習プログ

ラムでは、①教育現場に新たな負担をかけるのではなく、

教科の授業や活動の時間のなかで適切な防災教育を行うこ

とができないのか、②防災の専門家でない者でも適切な防

災教育を行うことができないのか、という視点を研究の重

点に置き、行政や教育現場、大学が持っているそれぞれの

専門性を連携させ、学校教育での防災教育の充実を目指し

た。
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 3 ． 学習プログラムの開発に向けた

プロセス
学習プログラムの開発に向けては、2.2）であげた視点①

については、教育課程の基準である学習指導要領ならびに

解説の分析を行った。具体的には、防災、安全、災害、地震、

火山、津波、高潮、台風、豪雨、風水害といった、防災に

関連するキーワードが、どの教科、どの活動に示されてい

るのか抽出し、それぞれの教科や活動の時間の目標や内容

と防災教育とが関連できないのか検討を行った（図 2 ）。

図２．学習指導要領ならびに解説の分析方法

つまり、新たな防災教育を開発するのではなく、現在の

教育課程において、防災と関連する内容はないのか検討を

行った上で、視点②については、学習指導計画を立案し、

授業、教材等を開発し、防災の専門家でない教員にも活用

することができるように学習プログラムとしてまとめた。

（ 1 ）小学校社会科における授業実践

小学校の社会科では、第 5 学年において、「自然災害の

防止の重要性について関心を深める」、「各種の基礎的資料

を効果的に活用し、社会的事象の意味について考える力、

調べたことを表現する力を育てる」ことが目標に示されて

いる。また、内容では、自然災害の防止と国民生活とのか

かわりを取り上げ、日本の国土では地震や津波、風水害、

土砂災害など様々な自然災害が起こりやすいこと、その被

害を防止するために、国や都道府県が対策や事業を進めて

いることがあげられている。指導に当たっては、地図や統

計、写真などの資料を活用し、関係機関に従事する人に聞

き取り調査をしたり、自然災害の防止に関する情報を集め

たりして具体的に調べることで、日ごろから防災に関する

情報などに関心をもち、国民一人一人が防災意識を高める

ことがねらいとされている。それを踏まえ、当学習プログ

ラムでは、小学校社会科第 5 学年において、「自然災害を

防ぐ」という全 4 時間の授業を立案するとともに、関連す

る教材の作成を行った（図 3 ）。

（ 2 ）小学校理科における授業実践

小学校理科では、第 5 学年において、Ｂ生命・地球（3）

流水のはたらきとＢ生命・地球（4）天気の変化という内

容が設定されている。

流水の働きでは、地面を流れる水や川の働きについて興

味・関心をもって追究する活動を通して、流水の働きと土

地の変化の関係について条件を制御して調べる能力を育て

るとともに、流水の働きと土地の変化の関係についての見

方や考え方をもつことができるようにすることがねらいと

され、指導にあたっては、長雨や集中豪雨がもたらす川の

増水による自然災害などを取り上げることがあげられてい

る。それを踏まえ、当学習プログラムでは、小学校理科

第 5 学年において、「流れる水のはたらき」という全13時

間の授業を立案するとともに、関連する教材の作成を行っ

た（図 4 ）。

天気の変化では、天気の変化について興味・関心をもっ

て追究する活動を通して、気象情報を生活に活用する能力

を育てるとともに、それらについての理解を図り、天気の

変化についての見方や考え方をもつことができるようにす

ることがねらいとされ、指導にあたっては、流水のはたら

き同様に「長雨や集中豪雨がもたらす川の増水による自然

災害などを取り上げる」ことがあげられている。それらを

踏まえ、当学習プログラムでは、小学校理科第 5 学年にお

いて、「台風と天気の変化」という全 4 時間の授業を立案

するとともに、関連する教材の作成を行った（図 5 ）。

 4 ． 学習プログラムの普及に向けて
（ 1 ）開発した学習プログラムの有効性の検討

学習プログラムの開発では、開発した授業、教材を教育

現場で実践し、授業の行いやすさ、教材の使いやすさなど

の有効性の検討を行った。有効性の検討は、学習者である

児童、授業者である教員を対象に行った。

学習者からの検討については、授業前と授業後に学習内

容に関連する項目を設け、学習内容の理解度を、また、授

業後には、授業への評価に関連した項目を設け、教育効果
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図 3．小学校社会科第 5学年「自然災害を防ぐ」全 4時間

川内川流域 3 D 映像

図４．小学校理科第 5 学年「流れる水のはたらき」

川内川流域の立体地図

図５．小学校理科第 5 学年「台風と天気の変化」
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と意識の変化の有無の確認を行った。例えば、「天気の変化」

の単元では、授業を通して、大雨が降った時の危険性や災

害への理解、早めの避難意識が高まったかどうか、避難場

所を認識できるようになったのかどうかなど災害時に自分

の命をまもるために役立つ学習内容の理解度が深まってい

るかどうか確認を行った。授業後には、作成した教材を使

うことで、授業や関連する学習内容について、興味・関心

が高まったか、授業の理解度は高まったか、授業への評価

の確認を行った。授業者からの検討については、授業のし

やすさや授業者からみた児童の反応、他の教員への普及の

可能性の検討を行い、児童、教員の感想・意見と合わせて、

学習プログラムの改善を行ってきた。

（ 2 ）複式学級における授業実践

有効性の検討を踏まえ、課題としては、複式学級への対

応が見られた。当初、学習プログラムは、単式学級のみの

対応で授業計画を行ってきたが、鹿児島県は、全国でも複

式学級の数が多い都道府県であり、今後、複式学級が増え

ることが予想されている。そのため、開発した学習プログ

ラムがより教育現場に即したものになるように、複式学級

でも対応できるように検討を行った（図 6 ）。

複式学級の授業では、教師が一方の学年に指導する直接

指導と、その間、もう一方の学年が、児童だけで学習を進

めていく間接指導の組み合わせが基本となる。そのため、

本時の流れの際に、直接指導と間接指導を明確に示すとと

もに、間接指導の際の児童への学習支援として、補助教材

の作成を行った。

図６．複式学級での学習プログラムの実践

 

（ 3 ）学習プログラム集の作成

学習プログラムの普及に向けては、全ての授業において

学習指導案の作成を行い、学習プログラム集としてまとめ

た。学習指導案は、教員が授業をどのように進めていくの

か記載した学習指導・学習支援の計画書のことであり、授

業のねらいや展開などを説明するために作成される。当学

習プログラムが誰でも使えるようにするために、学習指導

案を作成し、学習指導要領における目標と内容、関心・意欲・

態度、思考・判断・表現、技能、知識・理解、といった各

評価の観点を示すとともに、児童の学習活動、教師の働き

かけ、具体的な指導場面での評価例、板書計画を示した。

複式学級での対応については、学習指導案上では、直接指

導と間接指導の時間、活動の目安を示した（図 7 ）。また、

学習指導案とあわせて、実際の授業の様子を、教科ごとに

毎時間、ダイジェスト映像としてまとめ、授業の様子や教

材の活用の仕方を映像で確認できるようになっている。

図７．各授業の学習指導案（理科）

なお、学習プログラムで開発した教材、学習指導案等

は、全てデータ化し、教科、単元、時間ごとに分類してい

る。作成した教材については、教材の説明と活用の仕方を

示し、教科ごとに、ワークシートや板書カード、配布資料

など、授業で活用できる教材を整理している。ワークシー

トは、板書カードやパワーポイント教材と対応させて作成

しているとともに、児童が記入する箇所については、先ほ

ど説明した有効性の検討の結果と、児童が記入したワーク

シートの回答を分析し、本時のねらいが達成されているの

かを確認したうえで、教師用・コメント付きのワークシー

トと、児童用・コメントなしのワークシートを作成してい
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る。これらも全てデータ化しているので、各学校や児童の

実態、先生方の使いやすさに応じて、改良することも可能

である。その他、授業で活用したハザードマップ、洪水避

難地図や防災マップ、土砂災害のハザードマップも地域別

に整理している。

これらは、学習プログラム集としてまとめるとともに、

国土交通省川内川河川事務所のHP、ならびに鹿児島市学習

情報センターと連携し、教育ポータルサイトへの掲載を行

い、学習プログラムの普及を行っている（図 8 ）。

図８．川内川水防災河川学習プログラム集

 5 ． おわりに
当研究では、教育現場に新たな負担をかけるのではなく、

教科の授業や活動の時間のなかで適切な防災教育が行えな

いのか、防災の専門家でない者でも適切な防災教育を行え

ないのか、ということを重点に研究を進めてきた。研究方

法としては、行政（国土交通省川内川河川事務所、さつま

町）、教育現場（小学校）、研究機関（鹿児島大学）の三者

が連携し、防災教育の学習プログラムの開発を行ってきた。

国土交通省川内川河川事務所は河川・土木の専門性、教育

現場は教育の専門性、大学は研究の専門性を持っており、

三者を連携させることで研究を進めてきた。研究を進める

にあたって重視した点、ならびに大学の役割としては、三

者が連携を行う際、PDCAサイクルを機能させ、あわせて

機能しているのか確認することであった。具体的には、学

校教育の実態を事前に捉えて計画（Plan）し、その計画に

基づき実行（Do）、そして、実行後は、授業の実施が計画

に適合しているのかを評価（Check）し、修正が必要な場

合は改善（Act）するというサイクルである。このPDCAサ

イクルを三者で連携し機能させることで、より教育現場に

即した、防災の専門性を持っていない者でも使える学習プ

ログラムにつながったといえる。

また、大学の重要な役割としては、開発した学習プログ

ラムを、開発のみに留まらせるのではなく、教育現場で活

用されるように働きかけていくことである。平成24年から

取り組んできた当研究も今年で 6 年目を迎えた。開発段階

と現在とでは行政の担当者は異なり、教育現場も教員の異

動が行われている。そのような現状のなか、学習プログラ

ムを継続して活用してもらうために大学としては、PDCA

サイクルを機能させ、行政内での引継ぎや現在の教育現

場の課題等への対応を図ってきた。研究初年度は、小学

校 1 校のみでの実践であった当学習プログラムの実践も、

現在では、さつま町全域、そして、伊佐など他の地域にお

いても実践されている。今後も、学習プログラムの普及と

あわせて、PDCAサイクルから抽出された課題、具体的には、

①社会科・理科以外の教科、活動での実践、②小学校だけ

でなく他校種（中学校、高等学校）での実践、③平成29年

に改訂された学習指導要領に対応した学習プログラムの改

善に向けて、三者で連携して取り組んでいく。
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